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「SEALDｓ琉球」設立へ 15日会見、反安保法案を発信
沖縄タイムス　2015年8月10日 07:11 安保法制 注目 政治 サクッとニュース 



安全保障関連法案に反対する全国的な若者グループ「ＳＥＡＬＤｓ（シールズ）」の県内組織として、「ＳＥＡＬＤｓ琉球」が発足する。１５日に那覇市内で設立記者会見を行うほか、独自のホームページ（ＨＰ）を開設し、安保法案反対のメッセージを発信する。 

　１５日に発表する声明文は、沖縄に米軍基地が集中する現状や沖縄が歩んだ歴史を踏まえ、「憲法や民主主義が沖縄に適用されているのか」を問い掛ける。 

　シールズが全国一斉行動を行う２３日は、北谷町美浜の観覧車前の広場で５００人規模の集会を開く。２２日は宜野湾市内で沖国大の佐藤学教授を講師に招いたサロン（勉強会）を行う。 

　「琉球」を立ち上げる国際基督教大４年の元山仁士郎さん（２３）＝宜野湾市出身＝は全国的なシールズの中心メンバー。県内の学生有志団体「ゆんたくるー」からの発案などを受け、設立に至った。 

　元山さんは「安保をめぐる『本土対沖縄』の構図にこだわらず、日米安保が必要なら平等に基地負担すべきだと県外の無関心層に訴えたい」と強調。「琉球」の名称に込めた思いは「かつて琉球王国が掲げた万国津梁の精神の実現を目指したい」と話した。 

　辺野古新基地や高江ヘリパッド（着陸帯）建設の反対についても世論に訴える。鹿児島以南から与那国までの琉球弧を一体に捉え、南西配備が進む自衛隊基地の是非も問題提起する考えだ。
首相経験者５人、安倍首相へ提言　安保関連法案めぐり
朝日新聞デジタル　市川美亜子　2015年8月11日20時50分
　参院特別委で審議中の安全保障関連法案をめぐり、法案に反対するマスコミＯＢ有志が１１日、首相経験者５人による安倍晋三首相に対する提言を発表した。首相側にも郵送した。
細川護熙氏の提言全文（ＰＤＦ）
羽田孜氏の提言全文（代筆・ＰＤＦ）
村山富市氏の提言全文（ＰＤＦ）
鳩山由紀夫氏の提言全文（本人の意向で友紀夫と表記・ＰＤＦ）
菅直人氏の提言全文（ＰＤＦ）
　「歴代首相に安倍首相への提言を要請するマスコミＯＢの会」（５１人）が７月に中曽根康弘氏以降の存命の１２人に要請文を送付。１１日までに回答した細川護熙氏、羽田孜氏、村山富市氏、鳩山由紀夫氏、菅直人氏の５人の分を発表した。５人はいずれも自民党以外の政党から首相になった。
　提言では「集団的自衛権の行使が必要だと感じるなら、憲法改正を」「恣意（しい）的運用の歯止めがない」などとして、５人全員が法案に反対の立場を表明した。
　羽田氏の文章は、関係者が口述筆記したもの。「９条は二度と過ちを繰り返さないという国際社会への約束事」などとしたうえで、「安倍総理から日本を守ろう」と結ばれている。
　このほか、細川氏は解釈改憲について「立憲主義に対する畏敬（いけい）の念の欠如を物語っている」と指摘。村山氏は「力で押し通す国民軽視の姿勢は許せない」と訴えた。菅氏は「国民の将来よりも祖父の思いを優先する政治姿勢」を批判した。鳩山氏は「私は日本を『戦争のできない珍しい国』にするべきと思う」とした。（市川美亜子）
産経新聞　2015.8.11 23:09更新 

「総理の資格ない」　歴代５人、安倍首相に提言
新聞社や放送局の元記者ら約５０人でつくる「歴代首相に安倍首相への提言を要請するマスコミＯＢの会」は１１日、歴代首相５人の提言を公表した。安全保障関連法案の成立を目指す安倍首相を「立憲主義に反し、民主主義国の首相としての資格はない」（菅直人氏）などと批判している。
　同会によると、７月に首相経験者１２人に要請文を送り、菅氏のほか細川護煕、羽田孜、村山富市、鳩山由紀夫の４氏が応じた。提言は首相官邸に郵送する。
小林よしのり氏「安保法案反対」
東京新聞　2015年8月11日 朝刊
	日本外国特派員協会で記者会見する漫画家の小林よしのり氏＝１０日、東京・有楽町で
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　保守派の論客として知られる漫画家の小林よしのり氏が１０日、東京都内の日本外国特派員協会で記者会見し「権力を縛るための立憲主義は守らねばならない。安保法制には反対だ」と訴えた。
　憲法を改正して自衛隊を軍隊と位置づけるべきだとの持論を展開し、「わしは憲法９条を守れとは言いません」とも発言した小林氏。米国がイラクなどで行ってきた軍事活動を「侵略」と見なし「米国がまた次の侵略戦争を始めたら付いていかなければならなくなる」との懸念を示した。
　「侵略戦争は絶対しないということを憲法の条文に入れ、日本は専守防衛に徹する。米国とは、個々に特別法を結んでいくやり方で安全保障の体系を組み立てるべきだ」と主張した。
　安倍首相が１４日に発表する戦後７０年談話をめぐっては「日本の悪も、原爆など米国の戦争犯罪も裁かないといけない。米国の勝者の戦争観に合わせた談話であれば、わしは批判する」と述べた。
談話 おわび「盛り込んだほうがよい」４２％
NHK　8月11日 4時26分
ＮＨＫの世論調査で、安倍総理大臣が戦後７０年のことし発表する談話に「過去の植民地支配と侵略に対するおわび」を盛り込んだほうがよいと思うか尋ねたところ、「盛り込んだほうがよい」が４２％、「盛り込まないほうがよい」が１５％でした。
ＮＨＫは今月７日から３日間、全国の２０歳以上の男女を対象に、コンピューターで無作為に発生させた番号に電話をかける「ＲＤＤ」という方法で世論調査を行い、調査対象の６５％に当たる１０５７人から回答を得ました。
　この中で、安倍総理大臣が戦後７０年のことし発表する予定の談話の中に「過去の植民地支配と侵略に対するおわび」を盛り込んだほうがよいと思うか尋ねたところ、「盛り込んだほうがよい」が４２％、「盛り込まないほうがよい」が１５％、「どちらともいえない」が３４％でした。


[image: image3.jpg]W

K70 MATIC
“BHU

NHKERRE

»

(%)




　また、政府が大筋合意を目指して交渉を続けているＴＰＰ＝環太平洋パートナーシップ協定の交渉結果に期待が持てるかどうか聞いたところ、「期待が持てる」が１４％、「期待が持てない」が３３％、「どちらともいえない」が４３％でした。
　一方、新しい国立競技場を、スポーツ競技に機能をしぼった施設にすべきか、コンサートなどに使える機能も備えた多目的施設にすべきかを尋ねたところ、「スポーツ競技に機能をしぼった施設」が２１％、「多目的施設」が４８％、「どちらともいえない」が２２％でした。 

防衛省内部資料めぐり紛糾＝「安保成立前提」と共産追及－参院特別委
参院平和安全法制特別委員会は１１日、防衛省の内部資料に基づき質問した共産党が、中谷元防衛相の答弁を不服として紛糾した。鴻池祥肇委員長（自民）は、予定されていた野党の質疑を行わないまま散会を宣言した。国会は１２日から事実上の夏休みに入るため、与党はお盆明けの１８日の再開を目指し、野党と調整を続ける。
　１１日の質疑で共産党の小池晃氏は、防衛省統合幕僚監部が５月末に作成したとみられる内部資料を提示。その中に審議中の安全保障関連法案の８月成立、年明けの施行を前提としたスケジュール表が掲載されていると指摘した。
　７日に期間延長が閣議決定されたばかりの南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）についても、派遣延長を前提に自衛隊の具体的な部隊編成や、来年３月からの「新法制に基づく運用」が明記されており、小池氏は「軍部の独走だ。絶対に許されない」と追及した。
　これに対し、防衛相は「（資料の）真贋（しんがん）や位置付けを即答するのは困難だ」と答弁を避け、審議が中断。再開後、防衛相は資料の存在を認め、内容についても「法案成立後に検討すべきことだ」と釈明したが、小池氏は納得せず、法案の撤回を要求。「これ以上議論できない」と質問を取りやめた。　（時事2015/08/11-19:55）2015/08/11-19:55

自衛隊、駆け付け警護検討　南スーダンＰＫＯ　
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　参院平和安全法制特別委に提出した資料を手に、記者会見する共産党の小池晃氏＝１１日午後、国会
　防衛省が安全保障関連法案の成立を前提に、南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）部隊に法案に基づく「駆け付け警護」の新たな任務を付与する検討を始めたことが１１日、同省の内部資料で分かった。来年２月末以降に新たな法制に基づく部隊運用を始める日程も示されていたが、成立が当初の想定より遅れており、現地の治安情勢を見極めて最終判断する。
　資料は共産党の小池晃政策委員長が入手し、参院平和安全法制特別委員会に提出した。中谷元・防衛相は資料の存在を認める一方で具体的な内容の確認は避けたが、防衛省幹部は取材に内部資料と認めた。
2015/08/11 20:54   【共同通信】
参院安保特：成立前提で検討資料　防衛省「２月施行」
毎日新聞　2015年08月11日　21時20分（最終更新　08月12日　04時19分）
　共産党の小池晃氏は１１日の参院平和安全法制特別委員会で、防衛省統合幕僚監部が安全保障関連法案成立を前提に作成したとする内部資料を提示した。資料は「最も早いパターン」として法案成立を８月、施行を来年２月とし、米軍による南シナ海での情報収集活動への自衛隊の関与▽南スーダンでの国連平和維持活動（ＰＫＯ）での駆けつけ警護・宿営地共同防衛の実施−−などを「検討事項」として記載していた。
　中谷元（げん）防衛相は「国会での審議中に法案の内容を先取りすることは控えなければならない」と事実なら不適切との認識を示したが、資料の内容についてのコメントは避けた。
　資料は、今年５月に内部向けの説明資料として作られたとみられ、法案成立後の「今後の方向性」についても記している。南シナ海での情報収集活動やＰＫＯでの任務拡充などを「検討事項」として記載し、ＰＫＯに関しても来年２月から「新法制に基づく運用」が可能になると明記した。
　小池氏が資料の存在を認めるよう求めたのに対し、中谷氏は「同じ表題の資料は存在する」と述べるにとどめた。また、自衛隊を派遣中の南スーダンＰＫＯについては、関連法の成立後に「他国軍との宿営地の共同防衛」が可能になるとの見解を示した。
　小池氏は自衛隊が法案成立に先立ち検討を始めているとして「戦前の軍部の独走（と同じ）だ。議論はできない」と批判し、紛糾。共産党以外の野党も同調し、同日の質疑は打ち切りとなった。【青木純、福岡静哉】
「自衛隊、安保法成立を前提に資料」　共産が問題視 

日経新聞　2015/8/11 19:38

共産党の小池晃政策委員長は11日の参院平和安全法制特別委員会で、自衛隊統合幕僚監部が安全保障関連法案の成立を前提に内部資料を作成していたと指摘した。中谷元・防衛相は「同じ表題の資料は存在する」と認めたが内容は「承知していない」と確認を避けた。
　資料は「日米防衛協力指針（ガイドライン）および安全保障関連法案を受けた今後の方向性」と題し「最も早いパターン」として８月に「法案成立」、来年２月ごろ「法施行」とした。陸上自衛隊を派遣している南スーダンの国連平和維持活動（ＰＫＯ）は来年２月ごろから「新法制に基づく運用」をすると明記。新たな任務として襲われた他国部隊を助ける「駆けつけ警護」を追加する可能性にも触れた。
　防衛相は資料の存在は認め「示された資料と同一か特定するには時間がかかる」と発言。小池氏は「成立を前提とした部隊編成計画まで出されている。議論なんかできない」などと反発。特別委は審議を途中で打ち切り、散会した。
　特別委筆頭理事の民主党の北沢俊美氏は「（軍事に対する政治の優先を意味する）シビリアンコントロール（文民統制）が崩れるのであれば大臣の責任は免れない」と語り、同問題で集中審議を求める考えを示した。
野党 “自衛隊の対応の文書”巡り中谷大臣追及へ
NHK　8月12日 4時03分
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安全保障関連法案の審議で野党側は、防衛省の統合幕僚監部が法案成立後の自衛隊の対応を記したとする文書を厳しく批判しており、来週再開される見通しの審議で、中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣の責任を追及し、攻勢を強める構えです。
安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会は１１日、共産党が、防衛省の統合幕僚監部が法案成立後の自衛隊の対応を記したとする文書を示し、これに対する中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣の答弁が不十分だなどとして質疑が中断し、そのまま散会しました。
　この文書を巡って、野党側は「統合幕僚監部が先走りしていることを示すものだ」などと厳しく批判しており、来週再開される見通しの審議で、中谷大臣の責任を追及し攻勢を強める構えです。
　これに対し、与党側は「法案成立後のシミュレーションを行うのは理解できるが、内部文書が公の場に出てくるのは問題だ」として、防衛省に事実関係を確認させたうえで審議への影響を抑えたい考えです。
　一方、民主党は、法案に対する党の考え方を示し、政府案との違いを明確にするため、外国軍隊への後方支援について、地理的な制約を維持し、核兵器や化学兵器などの輸送は行わないとした「周辺事態法」の改正案と、いわゆる「駆け付け警護」の対象をＰＫＯ活動に従事する国連職員や民間人らに限定するとした「ＰＫＯ協力法」の改正案の要綱を取りまとめました。改正案を提出するかどうかについて、民主党は、慎重に判断することにしています。 

参院安保特別委 防衛相答弁で中断・散会
NHK　8月11日 18時02分
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安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会は、共産党が示した、防衛省の統合幕僚監部が法案成立後の自衛隊の対応を記したとする文書を巡る中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣の答弁が不十分だなどとして質疑が中断し、再開されないまま散会しました。
１１日行われた安全保障関連法案を審議している参議院の特別委員会で、共産党の小池副委員長は、防衛省の統合幕僚監部が作成したとする資料を示したうえで、「南スーダンで国連のＰＫＯ活動に参加している自衛隊の部隊が、来年の２月から法律に基づいて運用されると書いてあるなど、法案が成立したあとのことを検討している。このようなことが許されるのか」とただしました。
　これに対し、中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣は、「提示している資料がいかなるものか、コメントは差し控えたい。必要な事項の取り扱いは法案成立後に検討すべきことであり、この資料について確たることは申し上げられない」と説明しました。
　しかし、小池氏は、「法案の成立を前提に、部隊の編成計画まで出ており、絶対許されず法案を撤回すべきだ。これ以上議論できない」と主張して納得せず、質疑が中断しました。このあと理事懇談会が開かれ、与党側は、審議を続けるよう求めましたが、野党側は、「まず、この資料が事実かどうか明らかにすべきだ」などとして折り合わず、委員会は質疑が再開されないまま散会しました。 

参院安保特別委１８日以降開催で調整
NHK 8月11日 15時34分
安全保障関連法案を審議する参議院の特別委員会は理事懇談会を開きましたが、礒崎総理大臣補佐官の二度目の参考人招致などを巡って与野党が折り合わず、来週１８日以降、委員会を開けるよう調整を続けることになりました。
安全保障関連法案を審議する参議院の特別委員会は、１１日の委員会に先立って理事懇談会を開き、今後の審議日程を巡って協議しました。この中で、野党側は１２日以降、審議を行いたいのであれば、礒崎総理大臣補佐官を再び参考人として委員会に招致することなどを求めましたが、与党側は「応じられない」という考えを重ねて示し、折り合いませんでした。
　このため鴻池委員長は「来週１８日以降、充実した審議を行えるように今週は与野党の筆頭理事を中心に調整を続けるとともに、政府・与党としても問題の解決に向けて努力してほしい」と述べ、来週１８日以降、委員会を開けるよう与野党で調整を続けることになりました。 
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防衛相：戦闘機給油「法律は可能」　劣化ウラン弾積載時も
毎日新聞　2015年08月11日　20時55分（最終更新　08月11日　21時44分）
　安全保障関連法案を審議する参院平和安全法制特別委員会は１１日、一般質疑を行った。中谷元（げん）防衛相は劣化ウラン弾やクラスター爆弾を積んで戦闘に向かう他国軍航空機への給油について、「法律上は可能」としながらも「給油することは想定していない」と述べた。自衛隊が米軍の核兵器を運ぶことも法律上可能だと発言したことについても「安全確保の必要から米国が我が国に（輸送を）依頼することは絶対にあり得ず、非核三原則を堅持する日本が輸送することも絶対にあり得ない」と述べた。
　民主党の大塚耕平氏への答弁。戦闘を行うために発進準備中の戦闘機への給油は今回の法整備により他国軍への後方支援の一環として実施可能となる。大塚氏は「戦闘機が劣化ウラン弾やクラスター弾を積んでいれば、その使用を助けることになるのではないか」とただした。
　これに対し、中谷氏は「我が国はクラスター弾を全廃しているし、劣化ウラン弾は相当危険だ。当然、運ばないということで相手とも協議している」と述べ、輸送対象から除外するための調整を日米間で行っていると説明。「実際に給油するかしないかは我が国が主体的に判断する」と強調した。【青木純、福岡静哉】
防衛相 “核搭載戦闘機”への給油想定せず
NHK 8月11日 18時37分
安全保障関連法案を審議する参議院の特別委員会で、中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣は、外国軍隊への後方支援で、新たに発進準備中の航空機への給油も行えるようにすることについて、核兵器などの大量破壊兵器を搭載した戦闘機への給油を行うことは想定していないという認識を示しました。
この中で、民主党の大塚・政策調査会長代理は、外国軍隊への後方支援で、新たに発進準備中の航空機への給油も行えるようにすることについて、「劣化ウラン弾やクラスター爆弾を積んだ戦闘機への給油もできるのか」とただしました。
　これに対し、中谷防衛大臣兼安全保障法制担当大臣は、「核兵器をはじめ、劣化ウラン弾やクラスター爆弾は、取り扱いが非常に危険なので給油することは想定していない。実際には、事前に日米間で要請内容なども調整するうえ、給油するかしないかは、わが国が主体的に判断する」と述べました。
　維新の党の柴田・参議院国会対策委員長は、内部告発サイト「ウィキリークス」が、アメリカの情報機関が日本政府などを盗聴していたと発表したことに関連して、「盗聴や情報漏えいの対策強化とともに、サイバー攻撃への対処能力の向上にどう取り組むのか」と質問しました。
　これに対し、菅官房長官は、「サイバーセキュリティーの抜本的な見直しが必要であり、内閣サイバーセキュリティセンターにおいて、新たな戦略の検討を進めているところだ。新たな戦略には、政府機関の横断的な監視や対処機能の強化、それに、サイバー攻撃に備えた訓練や演習の実施などを盛り込むことを検討している」と述べました。 

核兵器輸送を禁止＝民主、後方支援で対案
民主党は１１日の「次の内閣」会合で、安全保障関連法案の対案として、周辺事態法改正案の要綱を決めた。他国軍への後方支援に関し、核兵器や化学兵器の輸送を除外すると明記。条文上は核輸送を可能としている政府案との差別化を図り、禁止の方針を鮮明にした。
　政府案は朝鮮半島有事などを想定した「周辺事態」の概念を撤廃し、後方支援に地理的制約を設けていないが、民主党案は「周辺」概念を維持。政府案が後方支援で可能としている弾薬の提供も認めないことにした。後方支援の対象については、米軍のほか、「米軍とともに活動し、日本と物品役務相互提供協定（ＡＣＳＡ）を締結している国の軍隊」に限定する。　
　核輸送をめぐっては、中谷元防衛相が参院特別委員会で、法的に可能と答弁。岡田克也代表は法律で除外を明記するよう主張していた。
　同党は安保法案を「憲法違反」と批判しており、実際に対案を参院に提出するかどうかは慎重に判断する。羽田雄一郎参院幹事長は１１日の記者会見で「議論が拡散しては意味がない」と述べた。
　一方、同党は１２日に維新の党と政調会長会談を行い、対案の扱いを含め今後の共闘の在り方をめぐり協議する。（時事2015/08/11-20:46）
民主、安保対案の要綱決定　「核は輸送せず」明記
　民主党は１１日、国会内で「次の内閣」会合を開き、安全保障関連法案の対案の一部となる周辺事態法改正案要綱を決定した。自衛隊による他国軍への後方支援に、核兵器や化学兵器の輸送は含まないと明記した。中谷元・防衛相は、安保法案は法文上、核の輸送を排除しないと答弁しており、違いを明確にした。
　これを受け、細野豪志政調会長は１２日、維新の党の今井雅人政調会長と会談する。維新は近く独自の対案を参院に出し直す方針で、今後の対応について意見交換する。
2015/08/11 21:31   【共同通信】
民主、安保対案まとめる　周辺事態法改正案 

日経新聞　2015/8/11 22:37

記事保存
民主党は11日、安全保障関連法案の対案のうち、周辺事態法改正案の素案をまとめた。他国軍への後方支援を巡り地理的制約をなくした「重要影響事態法」に改正する政府案に対し、民主案は日本周辺に限る。核兵器や化学兵器などの輸送は除外することも明記し、弾薬の提供も認めない。
　民主は国連平和維持活動（ＰＫＯ）協力法改正案を既にまとめており、参院へ提出するかは国会情勢を見て慎重に判断する。細野豪志政調会長は12日に対案の提出を決めている維新の党の今井雅人政調会長と協議する。
７０年談話「おわび」記述へ＝「侵略」「植民地支配」も言及－安倍首相
安倍晋三首相が１４日に公表する戦後７０年談話の原案で、先の大戦に関する「おわび」の文言が記述されていることが１１日、分かった。原案は、戦後５０年の村山富市首相談話のキーワードである「侵略」や「植民地支配」にも言及。複数の政府・与党関係者が明らかにした。首相は談話の内容について、１４日の閣議決定に向けて最終調整を進める。
　首相は当初、戦後の歴史に区切りを付ける目的から、談話に先の大戦への「謝罪」を盛り込まない意向だった。だが、公明党は「心からのおわびの気持ち」を表明した村山談話などの継承を要求。首相は同党への配慮のほか、安全保障関連法案の審議などの影響による内閣支持率下落を受け、さらなる世論の反発を避けるため安全策に傾いたとみられる。
　原案は、「侵略」と「植民地支配」も盛り込んだ。有識者会議から異論も上がった「侵略」に関して政府内では、国際社会で認められない行為などの文脈で取り上げ、先の大戦での日本の行為との位置付けと一線を画す案が浮上している。　
　首相は談話で、先の大戦への「反省」を明記する方針。首相は４月のインドネシアのアジア・アフリカ会議（バンドン会議）や米議会上下両院合同会議での演説でも、「反省」を表明していた。
　首相は談話を「未来志向」の内容としたい考えで、村山談話と同様に「歴史の事実を謙虚に受け止め、未来に過ちを犯してはいけない」との趣旨で、不戦の決意を訴える方向。核廃絶への取り組みも打ち出す意向だ。（時事2015/08/11-20:01）2015/08/11-20:01

歴代談話、明確に継承を＝山口公明代表
　公明党の山口那津男代表は１１日の記者会見で、安倍晋三首相の戦後７０年談話について「歴代内閣の談話を継承すると首相が述べてきた。国民や国際社会に意味が伝わるものにしてもらいたいと申し上げた」と述べ、村山談話などに示された過去の歴史認識を明確に継承するよう首相に求めたことを明らかにした。
　また、山口氏は「中国、韓国との関係改善に資するものにしてもらいたいと申し上げた」とも説明。「われわれの意見を受け止めてもらったと思う。首相がどう仕上げるか見守りたい」と語った。　（時事2015/08/11-12:23）
７０年談話「侵略」盛り込み＝公明要求に配慮も
　安倍晋三首相は１０日、戦後７０年談話に「侵略」の記述を盛り込む方針を固めた。「侵略」は戦後５０年の村山富市首相談話などに明記されたキーワードの一つ。「侵略」などの文言を重視している公明党に配慮したとみられる。政府関係者が明らかにした。
　戦後７０年談話に関する有識者会議「２１世紀構想懇談会」（座長・西室泰三日本郵政社長）も、６日に公表した報告書で、先の大戦について「満州事変以降、大陸への侵略を拡大」と記述。ただ、複数の委員から、報告書への明記には異議が上がったことも紹介していた。一方、公明党は村山談話などの考え方を踏襲するよう求めていた。
　談話では、先の大戦における日本による「侵略」に限定したものではなく、国際社会で「侵略」は認められないとの文脈で記述することが検討されている。　（時事2015/08/11-01:33）2015/08/11-01:33

自民・稲田氏、「おわび」に否定的　戦後７０年談話
朝日新聞デジタル　2015年8月11日23時49分
　自民党の稲田朋美

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/政調会長.html" \o "政調会長のトピックスを開く"政調会長は１１日、ＢＳフジの番組で、１４日に安倍晋三首相が閣議決定する戦後７０年の「安倍談話」について「未来永劫（えいごう）、謝罪を続けるというのは違うと思う」と述べ、「おわび」の文言を盛り込むべきではないとの考えを示した。
　「おわび」は村山談話や小泉談話に盛り込まれているが、稲田氏は「戦争の終結は（サンフランシスコ）講和条約がすべて。世界にあった日本の財産はすべて没収され、過酷とも言うべき賠償も払い、日本は国際社会に復帰した」と指摘。「首相は今までの（村山、小泉）談話を引き継ぐとも明言している」と強調した。
　一方で、「（おわびという）キーワードを入れるべきであるかどうかは、首相の判断に任せるべきだ」とも語った。
安倍首相、１５日の靖国参拝見送り＝玉串料を奉納へ
　安倍晋三首相は１０日、終戦記念日の１５日に合わせた靖国神社参拝を見送る方針を固めた。自民党総裁として、私費で玉串料を奉納する見通しだ。靖国参拝に反対する中国、韓国両国との関係に配慮したものとみられる。
　首相は政権復帰してから１年となる２０１３年１２月２６日に靖国神社を参拝し、中韓両国が猛反発した経緯がある。１３年と１４年の終戦記念日は参拝を見送り、いずれも自民党の萩生田光一総裁特別補佐を通じて、私費で玉串料を納めた。
　首相は１４日に戦後７０年談話を閣議決定し、公表する方針。内容次第では、中韓両国が反発することも予想される。　（時事2015/08/11-01:30）2015/08/11-01:30

「福島の犠牲無視」「国民に不安」＝野党、批判強める－原発再稼働
　九州電力川内原発１号機（鹿児島県）の再稼働を受け、野党各党は１１日、安全性の確認や住民の避難計画が不十分などと一斉に批判した。政府・与党が安全確保に万全を期す方針を示しているのに対し、野党側は衆参両院の予算委員会で集中審議を月内に開くよう求め、安倍政権への追及を強める構えだ。
　民主党の枝野幸男幹事長は国会内で記者団に「重大事故の対策を何ら講ずることなく再稼働に踏み切ることは、東京電力福島第１原発事故の多大な犠牲を踏みにじるものだ」と指摘。山梨県の別荘で静養中の安倍晋三首相にも矛先を向け、「国民の前でコメントを出すなど覚悟と責任を示す必要があるにもかかわらず、休暇を取るとは論外だ」と述べた。
　維新の党の松野頼久代表は談話で「国民の不安を払拭（ふっしょく）できないまま、結論ありきで再稼働に突き進む政府の姿勢に危惧を覚える」と非難。共産党の志位和夫委員長も原子力規制委員会の新基準は不十分として「最悪の安全神話の復活だ」と断じた。
　社民党の又市征治幹事長は、川内原発が地震や火山噴火に対し「日本一危険だ」として廃炉を要求。「生活の党と山本太郎となかまたち」の小沢一郎代表は「電力の安定供給に支障は来していない」と脱原発を訴えた。
　これに対し、自民党の二階俊博総務会長は党本部で記者団に「慎重の上にも慎重に安全性の確保に全力を尽くしていく」と強調。公明党の山口那津男代表は記者会見で再稼働を容認する一方、「世論の中に慎重な声が多くあることも事実だ」と述べ、再生可能エネルギーの導入に努める考えを示した。菅義偉官房長官は会見で「地元の皆さんに丁寧に説明することが大事だ」と語った。
　一方、次世代の党の松沢成文幹事長は談話で「規制基準に合格した原発の再稼働は歓迎する」との立場を示した。（時事2015/08/11-18:38）2015/08/11-18:38

公明代表、再稼働に理解＝民主・共産は批判－川内原発再稼働
　公明党の山口那津男代表は１１日の記者会見で、九州電力川内原発１号機（鹿児島県）の再稼働について「規制基準に適合していることが確認され、地元住民代表が再稼働に同意を与えた。その判断を尊重したい」と理解を示した。同時に「国民世論には再稼働に慎重な声が多くあることも事実だ」と語り、原発依存度の低減に向けた取り組みが必要だと指摘した。
　民主党の枝野幸男幹事長は国会内で記者団に、重大事故の際の避難計画が不十分などと指摘、「国として住民の生命と財産を守る役割を果たしているとは言い難い」と政府の対応を批判した。安倍晋三首相が夏休みで山梨県の別荘に滞在中であることにも触れ、「安全性を含め、再稼働の必要性について国民の前でコメントを出すなど覚悟と責任を示す必要があるにもかかわらず、休暇を取るなんて論外だ」と語った。
　共産党の志位和夫委員長はコメントを出し、「多数の民意を真っ向から踏みにじって再稼働を強行したことは断じて許されない」として直ちに停止させるよう要求した。（時事2015/08/11-12:49）
＜知事選＞自民党県連、対決姿勢崩さず「ノーサイドではない」
埼玉新聞　2015年8月11日
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	知事選を振り返り敗因を述べる自民党県連の新藤義孝会長（中央）ら＝１０日午後、さいたま市内


　９日に投開票された知事選で落選した塚田桂祐氏（５８）を支援した自民党県連は１０日、さいたま市内で記者会見し、選対責任者を務めた新藤義孝会長（衆院議員）は「残念の一言に尽きる。われわれとしては国会議員、県議、市町村議員をはじめ同志たちが暑い中、必死に活動してくれた。期間は短かったが、精力的な戦いができたと思っている。ただ埼玉という大きなエリアで運動量と時間が届かなかった」と振り返った。
　昨年７月に独自候補の擁立方針を決めながら、塚田氏の出馬表明は告示３週間前の７月１日。擁立の遅れについては「全力を挙げてさまざまな可能性を探った結果が今回の経緯。もう一度どのようにすれば地方自治の活性化と新陳代謝が行えるか考えたい」と述べるにとどめた。
　知事選では、多選自粛条例に反して出馬した上田清司知事への批判を中心に据えて戦った。当選後、上田氏は「選挙が終わったらノーサイド」と述べ、同条例を改廃する意向を示したが、鈴木聖二幹事長（県議）は「選挙と多選自粛条例は別。勝ったからといって改廃の問題に持っていくのは条例を軽く見すぎている。簡単にノーサイドというわけにはいかない」と対決姿勢を崩さなかった。
与党、埼玉知事選大敗に危機感…国政に影響懸念
読売新聞　2015年08月11日 08時32分
９日投開票された埼玉県知事選で、民主党県連が支援した現職の上田清司氏（無所属＝維新支持）が自民党県連の推薦候補に大差をつけて４選したことに対し、与党は危機感を募らせている。
菅官房長官は１０日の記者会見で、「県民が様々な問題の中から、上田氏を選択したのだろう」と述べるにとどめた。ただ、地方選の敗北が国政に影響することを懸念する声が与党から出ている。
　自民党は、昨年以降、沖縄、佐賀両県知事選など首長選での敗北が目立っている。岩手県知事選（２０日告示、９月６日投開票）では、自民、公明両党が支援する平野達男参院議員が７日に立候補を取りやめたばかりだった。埼玉県知事選に関しては、「多選批判が一部にあっても、現職が優勢」との見方があったが、党県連が元総務省消防庁審議官の新人を擁立した。
2015年08月11日 08時32分 Copyright © The Yomiuri Shimbun 

集団的自衛権：政府解釈のポイントと変遷
毎日新聞　2015年08月11日
　集団的自衛権についての政府の解釈は、２０１４年７月の安倍晋三内閣の閣議決定で変更され、「新３要件」の下で限定的な集団的自衛権の行使が認められる、とされた。以下に、従来の政府の解釈とどう変わったのかを一覧できるよう、内閣法制局長の国会答弁など過去の重要資料の原文を時系列でまとめた。
　揺らいでいないのは（１）日本は国連憲章５１条で規定されている集団的自衛権を持っているが、その行使については、日本国憲法により制約されている（２）「外国防衛のために、その外国で戦う」という集団的自衛権のコア（本体）部分（典型的な集団的自衛権）の行使は憲法上許されない−−の２点。しかし、コア部分以外については、当初は「一切の集団的自衛権を持たないというのは言い過ぎ」（岸信介首相）とするなど、必ずしも解釈は定まっていなかった。しかし、１９７２年の参院決算委提出資料や８１年の政府答弁書などに見るように、その後は解釈が厳密化していた。【尾村洋介／デジタル報道センター】
［１９４５年（昭和２０年）６月２６日］
■ポイント
国連憲章は、加盟国が武力攻撃を受けた場合、安全保障理事会が平和と安全の維持に必要な措置をとるまでの間、加盟国が個別的・集団的自衛権を行使することを認める
＜国連憲章５１条＞
　「この憲章のいかなる規定も、国際連合加盟国に対して武力攻撃が発生した場合には、安全保障理事会が国際の平和及び安全の維持に必要な措置をとるまでの間、個別的又は集団的自衛の固有の権利を害するものではない。この自衛権の行使に当って加盟国がとった措置は、直ちに安全保障理事会に報告しなければならない。また、この措置は、安全保障理事会が国際の平和及び安全の維持または回復のために必要と認める行動をいつでもとるこの憲章に基く権能及び責任に対しては、いかなる影響も及ぼすものではない」
［１９５１年（昭和２６年）９月８日］
■ポイント■
サンフランシスコ平和条約と日米安保条約（旧）は、国連憲章５１条に掲げられた個別的・集団的自衛権を日本が保有することを承認
＜サンフランシスコ平和条約第五条（c）＞
「連合国としては、日本国が主権国として国際連合憲章第五十一条に掲げる個別的又は集団的自衛の固有の権利を有すること及び日本国が集団的安全保障取極を自発的に締結することができることを承認する」
＜日米安全保障条約（旧）前文＞
「日本国は、本日連合国との平和条約に署名した。日本国は、武装を解除されているので、平和条約の効力発生の時において固有の自衛権を行使する有効な手段をもたない。
　無責任な軍国主義がまだ世界から駆逐されていないので、前記の状態にある日本国には危険がある。よつて、日本国は平和条約が日本国とアメリカ合衆国の間に効力を生ずるのと同時に効力を生ずべきアメリカ合衆国との安全保障条約を希望する。
　平和条約は、日本国が主権国として集団的安全保障取極を締結する権利を有することを承認し、さらに、国際連合憲章は、すべての国が個別的及び集団的自衛の固有の権利を有することを承認している。
　これらの権利の行使として、日本国は、その防衛のための暫定措置として、日本国に対する武力攻撃を阻止するため日本国内及びその附近にアメリカ合衆国がその軍隊を維持することを希望する。
　アメリカ合衆国は、平和と安全のために、現在、若干の自国軍隊を日本国内及びその附近に維持する意思がある。但し、アメリカ合衆国は、日本国が、攻撃的な脅威となり又は国際連合憲章の目的及び原則に従って平和と安全を増進すること以外に用いられうべき軍備をもつことを常に避けつつ、直接及び間接の侵略に対する自国の防衛のため漸増的に自ら責任を負うことを期待する。よつて、両国は、次のとおり協定した」
［１９５４年（昭和２９年）６月３日］
■ポイント■
日本国憲法が認めているのは自国が攻撃された場合の自衛権と解すべき（外務省条約局長）
＜衆議院外務委員会　下田武三外務省条約局長答弁＞
「平和条約でも、日本国の集団的、個別的の固有の自衛権というものは認められておるわけでございますが、しかし日本憲法からの観点から申しますと、憲法が否認してないと解すべきものは、既存の国際法上一般に認められた固有の自衛権、つまり自分の国が攻撃された場合の自衛権であると解すべきであると思うのであります。集団的自衛権、これは換言すれば、共同防衛または相互安全保障条約、あるいは同盟条約ということでありまして、つまり自分の国が攻撃されもしないのに、他の締約国が攻撃された場合に、あたかも自分の国が攻撃されたと同様にみなして、自衛の名において行動するということは、一般の国際法からはただちに出て来る権利ではございません。それぞれの同盟条約なり共同防衛条約なり、特別の条約があって、初めて条約上の権利として生れて来る権利でございます。ところがそういう特別な権利を生ますための条約を、日本の現憲法下で締結されるかどうかということは、先ほどお答え申し上げましたようにできないのでありますから、結局憲法で認められた範囲というものは、日本自身に対する直接の攻撃あるいは急迫した攻撃の危険がない以上は、自衛権の名において発動し得ない、そういうように存じております」
［１９５９年（昭和３４年）３月１６日］
■ポイント■
憲法上、行使が認められる自衛権はどのようなものか（内閣法制局長）
＜参議院予算委員会　林修三内閣法制局長官答弁＞
「平和条約には、確かに日本は固有の権利としての集団的または個別的の自衛の権利を有すると書いてございます。国際法的には、日本は集団的または個別的の自衛権を持っているということは言えると思います。ただ、日本の憲法の上から申しまして、そういうことが日本の憲法のいわゆる自衛権の範囲に入るかと言われれば、今言ったように、集団的自衛という問題は、これはいろいろあると思います。内容は必ずしも一に限らないと思うわけでございます。ただ、先ほど仰せられたように、外国の領土に、外国を援助するために武力行使を行うということの点だけにしぼって集団的自衛権ということが憲法上認められるかどうかということをおっしゃれば、それは今の日本の憲法に認められている自衛権の範囲には入らない、こういうふうに言うべきであろうと思います」
［１９６０年（昭和３５年）１月１９日］
■ポイント■
新日米安保条約も、旧条約と同様、日本が個別的・集団的自衛権を有することを確認
＜【参考】日米安全保障条約（新）前文＞
「日本国及びアメリカ合衆国は、両国の間に伝統的に存在する平和及び友好の関係を強化し、並びに民主主義の諸原則、個人の自由及び法の支配を擁護することを希望し、また、両国の間の一層緊密な経済的協力を促進し、並びにそれぞれの国における経済的安定及び福祉の条件を助長することを希望し、国際連合憲章の目的及び原則に対する信念並びにすべての国民及びすべての政府とともに平和のうちに生きようとする願望を再確認し、両国が国際連合憲章に定める個別的又は集団的自衛の固有の権利を有していることを確認し、両国が極東における国際の平和及び安全の維持に共通の関心を有することを考慮し、相互協力及び安全保障条約を締結することを決意し、よつて、次のとおり協定する」
［１９５９年（昭和３４年）９月２日］
■ポイント■
在日米軍基地の防衛は個別的自衛権で説明できる（内閣法制局長）
＜参院外務委員会　林修三内閣法制局長答弁＞
「日本の米軍の基地がやられたという場合に、それを日本が守るということは、これはよその国を守ることじゃないかという御議論もあるようでございますが、これは、私は、理論的にも実際的にもそういうことは成り立たないのじゃないかと思います。日本の国内にある米軍の施設区域を外国がゆえなく攻撃してくるということは、これは同時に日本の領土、領海を侵さずしてそういうことができるはずのものではございません。またそういう意図が何によって証明できるかということもこれはわからない。日本の領土、領海に侵入してくる外国のものが、果していかなる意図を持って入ってくるかということは、これは実際はわからないのでございます。われわれとしては、当然に日本としては、日本の領土をゆえなく侵すものは、日本に対する侵害であるというふうに認定するのは当然だと思います。もちろん事態によっていろいろ認定の仕方はございましょうけれども、そういうふうに見得るものだと思います。そういう場合に、日本が自衛権を発動する、これを日本が単独でやれば、もちろん単独でも私は守り得ることだと思います。で、そういう場合に、アメリカと日本が共同して日本を守るということは、集団的自衛権という言葉を用いれば、これは集団的自衛権の発動かもわかりません。しかし、さっき申しましたように、日本が日本自体を守るということは、日本が単独でやろうと、アメリカと共同してやろうと、それは個別的自衛権だというふうな説明もできるわけでございまして、そういう説明を従来しておるわけでございます。いわゆる国連憲章の五十一条の集団的自衛権という問題が一番典型的に問題となるのは、いわゆる二国が、お互いにお互いの国がやられた場合には、お互いの国を助け合おう、外国からやられた場合、Ａという国がやられたことはＢという国、自分の国がやられたことと同じである、そういう意味でＡという国がやられた場合にＢという国が集団的自衛権を発動する、それが集団的自衛権の最も典型的なものである。日本がそういう意味の集団的自衛権、つまり米国がやられた場合に米国本土自体を日本が守るという、そういう意味の集団的自衛権というものは、日本の憲法からは認められないのじゃないか、かように考えます」
［１９６０年（昭和３５年）３月３１日］
■ポイント■
武力攻撃を受けた外国まで行って防衛することは憲法上認められない（内閣法制局長）
＜参議院予算委員会　林修三内閣法制局長官答弁＞
「集団的自衛権という言葉についても、いろいろ内容について、これを含む範囲においてなお必ずしも説が一致しておらないように思います。御承知の通りに、国連憲章では、集団的自衛権を固有の権利として各独立国に認めておるわけです。あるいは平和条約におきましても、日ソ共同宣言におきましても、あるいは今度の安保条約におきましても、日本がいわゆる集団的自衛権を持つことをはっきり書いてあるわけです。そういう意味において国際法上にわが国が集団的、個別的の自衛権を持つことは明らかだと思います。ただ、日本憲法に照らしてみました場合に、いわゆる集団的自衛権という名のもとに理解されることはいろいろあるわけでございますが、その中で一番問題になりますのは、つまり他の外国、自分の国と歴史的あるいは民族的あるいは地理的に密接な関係のある他の外国が武力攻撃を受けた場合に、それを守るために、たとえば外国へまで行ってそれを防衛する、こういうことがいわゆる集団的自衛権の内容として特に強く理解されておる。この点は日本の憲法では、そういうふうに外国まで出て行って外国を守るということは、日本の憲法ではやはり認められていないのじゃないか、かように考えるわけでございます。そういう意味の集団的自衛権、これは日本の憲法上はないのではないか、さように考えるわけでございます」
「たとえば現在の安保条約におきまして、米国に対して施設区域を提供いたしております。あるいは米国と他の国、米国が他の国の侵略を受けた場合に、これに対してあるいは経済的な援助を与えるというようなこと、こういうことを集団的自衛権というような言葉で理解すれば、こういうものを私は日本の憲法は否定しておるものとは考えません」
■ポイント■
典型的な集団的自衛権はないが、一切持たないというのは言い過ぎ（岸信介首相）
＜参議院予算委員会　岸信介首相答弁＞
「いわゆる集団的自衛権というものの本体として考えられておる締約国や、特別に密接な関係にある国が武力攻撃をされた場合に、その国まで出かけて行ってその国を防衛するという意味における私は集団的自衛権は、日本の憲法上は、日本は持っていない」
「日本の自衛、いわゆる他から侵略された場合にこれを排除する、憲法において持っている自衛権ということ、及びその自衛の裏づけに必要な実力を持つという憲法九条の関係は、これは日本の個別的自衛権について言うていると思います。しかし、集団的自衛権という内容が最も典型的なものは、他国に行ってこれを守るということでございますけれども、それに尽きるものではないとわれわれは考えておるのであります。そういう意味において一切の集団的自衛権を持たない、こう憲法上持たないということは私は言い過ぎだと、かように考えております。しかしながら、その問題になる他国に行って日本が防衛するということは、これは持てない。しかし、他国に基地を貸して、そして自国のそれと協同して自国を守るというようなことは、当然従来集団的自衛権として解釈されている点でございまして、そういうものはもちろん日本として持っている、こう思っております」
［１９７２年（昭和４７年）１０月１４日］
■ポイント■
憲法で武力行使が許されるのは、日本への急迫、不正の侵害への対処のみで、他国に加えられた武力攻撃を阻止するための集団的自衛権の行使は憲法上許されない（政府資料）
＜集団的自衛権と憲法の関係に関する政府資料（田中角栄内閣、参院決算委提出）＞
「憲法は、第９条において、同条にいわゆる戦争を放棄し、いわゆる戦力の保持を禁止しているが、前文において「全世界の国民が・・・平和のうちに生存する権利を有する」ことを確認し、また、第１３条において「生命、自由及び幸福追求に対する国民の権利については、・・・国政の上で、最大の尊重を必要とする」旨を定めていることからも、わが国がみずからの存立を全うし国民が平和のうちに生存することまでも放棄していないことは明らかであって、自国の平和と安全を維持しその存立を全うするために必要な自衛の措置をとることを禁じているとはとうてい解されない。しかしながら、だからといって、平和主義をその基本原則とする憲法が、右にいう自衛のための措置を無制限に認めているとは解されないのであって、それは、あくまで外国の武力攻撃によって国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底からくつがえされるという急迫、不正の事態に対処し、国民のこれらの権利を守るための止むを得ない措置としてはじめて容認されるものであるから、その措置は、右の事態を排除するためとられるべき必要最小限度の範囲にとどまるべきものである。そうだとすれば、わが憲法の下で武力行使を行うことが許されるのは、わが国に対する急迫、不正の侵害に対処する場合に限られるのであって、したがって、他国に加えられた武力攻撃を阻止することをその内容とするいわゆる集団的自衛権の行使は、憲法上許されないといわざるを得ない」
［１９８１年（昭和５６年）５月２９日］
■ポイント■
集団的自衛権は国際法上保有しているが、憲法で許される自衛権の行使は日本を防衛するための最小限度の範囲にとどまる。集団的自衛権の行使はその範囲を超え、憲法上許されない（政府答弁書）
＜「憲法、国際法と集団的自衛権」に関する質問に対する答弁書（大平正芳内閣）＞
「国際法上、国家は、集団的自衛権、すなわち、自国と密接な関係にある外国に対する武力攻撃を、自国が直接攻撃されていないにもかかわらず、実力をもつて阻止する権利を有しているものとされている。
　我が国が、国際法上、このような集団的自衛権を有していることは、主権国家である以上、当然であるが、憲法第九条の下において許容されている自衛権の行使は、我が国を防衛するため必要最小限度の範囲にとどまるべきものであると解しており、集団的自衛権を行使することは、その範囲を超えるものであつて、憲法上許されないと考えている。
　なお、我が国は、自衛権の行使に当たっては我が国を防衛するため必要最小限度の実力を行使することを旨としているのであるから、集団的自衛権の行使が憲法上許されないことによって不利益が生じるというようなものではない」
「我が国は、国際法上、国際連合憲章第五十一条に規定する集団的自衛権を有しており、このことについて、日本国との平和条約第五条（Ｃ）は、『連合国としては、日本国が主権国として国際連合憲章第五十一条に掲げる個別的又は集団的自衛の固有の権利を有すること……を承認する。』と、日本国とソヴィエト社会主義共和国連邦との共同宣言第三項第二段は、『日本国及びソヴィエト社会主義共和国連邦は、それぞれ他方の国が国際連合憲章第五十一条に掲げる個別的又は集団的自衛の固有の権利を有することを確認する。』と、日本国とアメリカ合衆国との間の相互協力及び安全保障条約前文は、『両国が国際連合憲章に定める個別的又は集団的自衛の固有の権利を有していることを確認し』と、それぞれ規定している。
　なお、我が国が集団的自衛権を行使することが憲法上許されないことについては、一から五までについてにおいて述べたとおりである」
［２０１４年７月１日］
■ポイント■
　安倍内閣が、（１）日本と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命，自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある場合、（２）これを排除し、我が国の存立を全うし、国民を守るために他に適当な手段がないときに、（３）必要最小限度の実力を行使すること−−との新３要件のもと限定的な集団的自衛権を認める（閣議決定）
＜集団的自衛権行使容認の閣議決定（第２次安倍晋三内閣）＞
「（１）我が国を取り巻く安全保障環境の変化に対応し、いかなる事態においても国民の命と平和な暮らしを守り抜くためには、これまでの憲法解釈のままでは必ずしも十分な対応ができないおそれがあることから、いかなる解釈が適切か検討してきた。その際、政府の憲法解釈には論理的整合性と法的安定性が求められる。したがって、従来の政府見解における憲法第９条の解釈の基本的な論理の枠内で、国民の命と平和な暮らしを守り抜くための論理的な帰結を導く必要がある。
（２）憲法第９条はその文言からすると、国際関係における「武力の行使」を一切禁じているように見えるが、憲法前文で確認している「国民の平和的生存権」や憲法第１３条が「生命，自由及び幸福追求に対する国民の権利」は国政の上で最大の尊重を必要とする旨定めている趣旨を踏まえて考えると、憲法第９条が、我が国が自国の平和と安全を維持し、その存立を全うするために必要な自衛の措置を採ることを禁じているとは到底解されない。一方、この自衛の措置は、あくまで外国の武力攻撃によって国民の生命、自由及び幸福追求の権利が根底から覆されるという急迫、不正の事態に対処し、国民のこれらの権利を守るためのやむを得ない措置として初めて容認されるものであり、そのための必要最小限度の「武力の行使」は許容される。これが、憲法第９条の下で例外的に許容される「武力の行使」について、従来から政府が一貫して表明してきた見解の根幹、いわば基本的な論理であり，昭和４７年１０月１４日に参議院決算委員会に対し政府から提出された資料「集団的自衛権と憲法との関係」に明確に示されているところである。
　この基本的な論理は、憲法第９条の下では今後とも維持されなければならない。
（３）これまで政府は、この基本的な論理の下、「武力の行使」が許容されるのは、我が国に対する武力攻撃が発生した場合に限られると考えてきた。しかし、冒頭で述べたように、パワーバランスの変化や技術革新の急速な進展、大量破壊兵器などの脅威等により我が国を取り巻く安全保障環境が根本的に変容し、変化し続けている状況を踏まえれば、今後他国に対して発生する武力攻撃であったとしても、その目的、規模、態様等によっては、我が国の存立を脅かすことも現実に起こり得る。
　 我が国としては、紛争が生じた場合にはこれを平和的に解決するために最大限の外交努力を尽くすとともに、これまでの憲法解釈に基づいて整備されてきた既存の国内法令による対応や当該憲法解釈の枠内で可能な法整備などあらゆる必要な対応を採ることは当然であるが、それでもなお我が国の存立を全うし、国民を守るために万全を期す必要がある。
　 こうした問題意識の下に、現在の安全保障環境に照らして慎重に検討した結果、我が国に対する武力攻撃が発生した場合のみならず、我が国と密接な関係にある他国に対する武力攻撃が発生し、これにより我が国の存立が脅かされ、国民の生命，自由及び幸福追求の権利が根底から覆される明白な危険がある場合において、これを排除し、我が国の存立を全うし、国民を守るために他に適当な手段がないときに、必要最小限度の実力を行使することは、従来の政府見解の基本的な論理に基づく自衛のための措置として、憲法上許容されると考えるべきであると判断するに至った。
（４）我が国による「武力の行使」が国際法を遵守して行われることは当然であるが、国際法上の根拠と憲法解釈は区別して理解する必要がある。憲法上許容される上記の「武力の行使」は、国際法上は、集団的自衛権が根拠となる場合がある。この「武力の行使」には、他国に対する武力攻撃が発生した場合を契機とするものが含まれるが、憲法上は、あくまでも我が国の存立を全うし、国民を守るため、すなわち、我が国を防衛するためのやむを得ない自衛の措置として初めて許容されるものである。
（５）また、憲法上「武力の行使」が許容されるとしても、それが国民の命と平和な暮らしを守るためのものである以上、民主的統制の確保が求められることは当然である。政府としては、我が国ではなく他国に対して武力攻撃が発生した場合に、憲法上許容される「武力の行使」を行うために自衛隊に出動を命ずるに際しては、現行法令に規定する防衛出動に関する手続と同様、原則として事前に国会の承認を求めることを法案に明記することとする」
産経新聞　2015.8.10 10:30更新 

【共産党研究（上）】党勢拡大狙う「赤いカメレオン」　「戦争前夜」あおり自公支持層に接近

衆院特別委員会での安全保障関連法案採決に抗議する市民集会で「廃案」を訴える共産党の志位和夫委員長（中央）。民主党の岡田克也代表、社民党の吉田忠智党首らも駆けつけた＝７月１５日、東京・永田町の国会正門前（共産党提供）
　７月１８日、共産党本部で開かれた党創立９３周年記念講演会。同党が「戦争法案」と連呼する、安全保障関連法案の衆院通過から２日後のことだ。志位和夫委員長はいつにも増して「安倍政権打倒」のボルテージを上げた。
　「憲法９条を破壊する最悪の違憲立法だ。戦後最悪の安倍政権を打ち倒そう！」
　志位氏は５月２６日の衆院本会議代表質問と２７、２８両日の衆院特別委員会で安倍晋三首相を波状攻撃した。
　党の内部文書たる６月１日付の常任幹部会報告（通称「常幹メモ」）には、こう記されている。
　「質疑直後から大きな反響を呼び、有権者から電話やメール、ファクスの激励が党本部に多数寄せられた。知識人、著名人からの反応も強い。志位委員長の質問内容を全党がつかみ、戦争法案阻止のたたかいの発展に生かしていく」
　常幹メモの「指令」は即座に党都道府県委員会を通じて全党に徹底された。６月９日には党中央委員会幹部会の決定で「戦争法案阻止・党勢拡大大運動」の大号令がかけられた。
二大政党切り崩し
　共産党は昨年１月の第２６回党大会で「自共対決の本格的な幕開けだ」と宣言していた。しかし、政府が同年７月１日に集団的自衛権容認を閣議決定した後は、自民党を攻撃の標的とはせず「安倍政権打倒」を前面に据える戦略に転換。それから２週間後の党創立９２周年記念日に、志位氏は「安倍政権打倒の国民的大運動」を打ち出した。その狙いを共産党幹部が説明する。
　「自民党を支持してきた保守層にも安倍政権の暴走に強い危機感を抱く人が増えている。そういう人たちと共闘の輪を広げていこうということだ」
　「自民か、民主か」という二大政党体制を完全に切り崩し、有権者に「安倍政権は是か非か」の選択を迫る構図に変えていく－。
　党指導部は今、その戦略に間違いはなかったとみている。昨年末の衆院選で公示前の８議席から２１議席へと総選挙では１８年ぶりの躍進を遂げた。今春の統一地方選でも勢いを持続した。
　実は共産党が「戦争法案」と名付けた法案は初めてではない。平成１１年に成立した周辺事態法など関連３法や１３年成立のテロ対策特別措置法も国会審議の過程で同党議員は「戦争法案」と呼んでいた。“使い回し”の常套（じょうとう）句なのだ。
　背景には、安倍政権の現実路線を奇貨として「戦争前夜」のムードをあおり立て、無党派層だけでなく自民党の穏健的な支持層をも取り込む思惑がある。
　共産党は今年６月９日の党幹部会決定で「戦争法案を阻止するたたかいは、侵略戦争に命がけで反対し、反戦平和を訴え続けた党としての存在意義が問われる」と党員を鼓舞した。
かつては９条反対
　「平和の党だ」「護憲だ」と声高に叫ぶが素顔は違う。戦後、現憲法制定の際に９条に反対し「自衛戦争」を容認した唯一の政党だ。旧社会党の「非武装・中立論」も批判していた。
　昭和４８年１１月の第１２回党大会で発表した「民主連合政府綱領案の提案」などでも、当面は現憲法擁護の立場で自衛隊を違憲の軍隊として解散し、将来的に憲法廃止のうえ社会主義憲法下で自衛軍を創設する－という「自衛・中立」路線を確たる安保政策としてきた。
　「改憲政党」だった“本性”を隠しつつ標的に同化し入り込む－。安保法案をめぐる真夏の攻防戦で見えてくる共産党の姿はまさに「赤いカメレオン」（同党ウオッチャー）といえる。
　関係者によれば、志位氏は７月上旬、自ら乗り出して民主党の岡田克也、生活の党の小沢一郎両代表と個別に都内で極秘会談し、安保法案をめぐる国会内外での連携方針を確認した。
　他党と統一戦線を張ることで「異質の野党」の色を薄めたい党指導部の思惑が透けてみえる。党幹部は「志位氏自ら他党の折衝に動くのは異例だ。右から左まで抱えて対応が揺れていた民主党も世論に押され、共闘に傾いた」と話す。
自衛隊にも“触手”
　一方で、共産党は「違憲」の存在と位置付ける自衛隊にも“接近”を強めている。
　「被災者救援に頑張った自衛隊員。戦死させるな！　市民の力で戦争法案ストップ」
　８月２日投開票の仙台市議選ではそんなスローガンのビラを配り、「自衛隊の応援団」をアピールした。機関紙「赤旗」は「『元自衛隊員の人が（私たちに）敬礼する』『自衛隊員の母親から心配との声が寄せられる』など反響が広がっている」と書いた。
　自衛隊内の潜在的な安保法案反対者を取り込むばかりか、自衛隊との“近さ”を偽装して無党派層を引き寄せる狙いが浮かび上がる。
　触手は公明党の支持母体の創価学会内にも伸びている。「赤旗」で安保法制反対デモに参加する創価学会員を「公明党に怒る創価学会員」と積極的に紹介する。山下芳生（よしき）書記局長は８月３日の記者会見で「公明党支持者の皆さんの気持ちを酌んだ運動を発展させたい」と述べ、安保法案に反対する創価学会員との連携を強める考えを示した。
　公明党の山口那津男代表は翌４日の記者会見で不快感をあらわにした。
広告
　「共産党は今の憲法制定時に『肯定される戦争がある』との立場で９条に唯一反対した政党だ。自らの主張を省みていただきたい」
　中国や北朝鮮の軍事的脅威にさらされる日本の「備え」に猶予はない。だが、志位氏は今も「“軍事対軍事”の悪循環に陥ることが最も危険だ。どんな問題も外交的解決に徹すべきだ」と繰り返している。
　「共産党が国民の支持を広げている現状こそ、日本の危機だ」。自民党閣僚経験者はそう天を仰いだ。
◇
　平成２５年参院選、２６年衆院選と連続で「躍進」を果たし、野党で唯一気を吐く共産党。さらなる党勢拡大に向けた「革命政党」の戦略と動きを追い、今後を展望する。
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【共産党研究（下）】「瞬間的」追い風受け議席増も…　「革命政党」の限界　伸びを欠く党員数


安全保障関連法案廃案を訴える市民集会で「安倍政権ＮＯ！！」のプラカードを掲げる参加者たち。共産党の志位和夫委員長も駆けつけ「安倍政権打倒」を呼びかけた＝７月２４日夜、東京・日比谷野外音楽堂（共産党提供）
　８月２日に投開票された仙台市議選（定数５５）の結果は安倍晋三政権に衝撃を与えた。自民党は最多１６議席を確保したものの２候補が落選。前回全５選挙区で押さえたトップ当選も今回はゼロに終わった。公明党も１議席増やして９議席と全員当選したが得票率を下げた。
　「安全保障関連法案で逆風が吹いていると認めざるを得ない」
　首相官邸で４日開かれた政府与党連絡会議は、井上義久公明党幹事長がそう肩を落とすなど悲観論が渦巻いた。善戦した野党にあって、わけても追い風の恩恵に浴したのは反安保法案の急先鋒（きゅうせんぽう）たる共産党だった。
　同党は３選挙区でトップ当選を果たし、投票率が約５ポイント下がったなかで得票率を３ポイント余アップさせた。同市議選での共産党のトップ当選は、平成元年の政令市移行後初めてだ。山下芳生（よしき）書記局長は３日の記者会見で「戦争法案に反対する候補が当選した。安倍政権は世論の批判と受け止めるべきだ」と胸を張った。
　「従来２千票の共産党候補が３倍超の７千票を集めた。看過できない」。４日の自民党正副幹事長会議でも“仙台ショック”に打ちひしがれる声が漏れた。谷垣禎一幹事長も周辺にこう漏らした。「革新勢力は世論操作が上手だ。われわれも早く対策を立てないと…」
　最近の世論調査でも共産党の“勢い”は目を見張る。共同通信社が安保法案衆院通過直後の７月１７、１８両日に行った電話世論調査での同党の政党支持率は７・３％。前回６月調査から２・５ポイント上昇し、野党で最大の伸び幅を示した。
　「戦争法案阻止の国民的運動に合わせ、政治に無関心だった多くの若者やママさんたちが目をさました。安倍政権に暴走をさせまいと願う浮動層が、ぶれない共産党になびいてきている」
　そうほくそ笑む同党関係者によると、最大の標的とする学生ら若年層が共産党系青年組織「民主青年同盟（民青同盟）」を迂回（うかい）し、党の門を直接たたくケースも増えているという。
　圧巻は７月２９日の参院平和安全法制特別委員会で小池晃副委員長が、海上自衛隊幹部学校作戦法規研究室作成の内部資料を暴露した翌日のことだ。約１０人の若者らが「感動した」などと門前市をなして党本部に入党を申し出てきたという。
　とはいえ党勢拡大が軌道に乗ったわけではない。
　共産党は２年前の参院選で改選３議席を８議席に増やし、非改選と合わせて１１議席で議案提出権を確保した。昨年末の衆院選では公示前８議席から２１議席へと約３倍の議席増を遂げた。
　平成１２年１１月の委員長就任以来、国政選挙で連戦連敗を甘受してきた志位和夫委員長にとって雌伏１３年。１９７０年代、９０年後半に続く「第３の躍進」に意気上がるが、課題は来年夏の参院選に向けこの勢いを持続、拡大できるかだ。
　共産党は今年１月の第３回中央委員会総会（３中総）で、次期参院選の目標を「比例８５０万票、得票率１５％以上」とした。過去最高だった平成１０年参院選の比例８１９万票（得票率１４・６％）を超えようという鼻息の荒さだ。共産党関係者がささやく。
　「具体的な目標は改選３議席から６倍増の１８議席。内訳は比例８議席と、定数３以上の全９選挙区と金城湯池の京都（定数２）で１議席ずつの計１０議席だ。世論調査でおおむね自民、民主に次ぐ３位を堅持しているから無理な数字ではない」
　だが党幹部は「問題はその先。生みの苦しみだ」と吐露する。１月の３中総決定でも「党の自力の問題は引き続き私たちの活動の最大の弱点だ」と指摘した。
　「自力」のバロメーターは党の活動力、財政の基盤となる党員と機関紙「しんぶん赤旗」読者の「数」の拡大に尽きる。つまり瞬間風速的に背に受ける世論の追い風をいかに実力に変えていくかだが、おぼつかない。
　昨年１月の第２６回党大会で公表した党員数は３０万５千人で、赤旗は１２４万１千部。党員は最多だった昭和６２年の４８万４千人から１７万９千人（３７％）減り、赤旗もピークの５５年の３５５万部から２３０万９千部（６５％）ダウンした。
　焦る党指導部は第２６回党大会で「党勢倍加」と「世代的継承（党員の若返り）」の２大目標を打ち出した。今年６月９日には「戦争法案阻止・党勢拡大大運動」の大号令をかけた。
　党創立記念月の７月の実績は入党１６８２人、赤旗日刊紙９８７人増、日曜版５３１５人増だった。この成果を党指導部は評価するが、実相は笛吹けど踊らず。古参党員によれば、安保法案への国民の怒りが高まっているのに党勢拡大のペースは相変わらず鈍いという。党幹部が漏らす。
　「選挙で躍進したと言っても、土砂降りのなか『自民も民主も維新もダメ』という人々が共産党の軒先で雨宿りしているだけ。家の中には入ってもらえない」
　選挙にイメージを覆すような若い人や女性の候補者を多く立てるなどのソフト路線や戦術が「躍進」の大きな要因となっている側面はある。だが天皇制を正式には容認せず、自衛隊を違憲だと主張し、日米安保条約廃棄を訴える「革命政党」の党勢拡大にはおのずと限界が出てくる。
　なおも党の「理論的支柱」とされる不破哲三元議長は委員長時代の平成９年の第２１回党大会で、党が目指す「民主連合政府」樹立に向け「衆院に１００超の議席、参院に数十の議席」の確保を目標に立てた。これも党員や赤旗の拡大が頭打ちでは絵空事だ。
　不破氏は８月１日付「京都新聞」のインタビューで、こう強調した。「やがては世論を反映した健全な野党が生まれるのが政治の成り行き。組み合わせの政界再編ではなく、新たに生み出さないと日本の民主政治は生きてこない」
　安保法案をめぐって共産党は他の野党との共闘を強める一方、次期参院選での協力には志位氏も否定的だ。「反安倍」票が割れれば自民党を利するが、「健全な野党」にならんとする共産党が優先するのは安倍政権打倒より自党の「勝利」のようだ。
　「戦争法案だけでなく消費増税や沖縄問題、原発再稼働、雇用など安倍政権を攻め倒す手は尽きない」
　共産党幹部はそう手ぐすねを引くが、自民党関係者は辛辣（しんらつ）に揶揄（やゆ）した。
　「共産党も本音では安倍政権に“暴走”してもらわないと困るだろう。安全運転に徹されると攻め手をなくし、存在感が薄くなるから…」
　（この企画は政治部編集委員、高木桂一が担当しました）
